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書 評
加藤誠一著『中小企業の国際比較』
? ?
充
ー
われわれが中小工業や中小商業を含めてそこから広く一般的に生じているところの問題
をいわゆる「中小企業問題」というとき，それがさし示すものが資本主義経済社会におい
てみられるところの構造上の矛盾であるということには何人も異論がないであろう。 （拙
稿「わが国中小工業論の展開過程に関する若干の考察H」関西大学経済学会『経済論集』
第13巻第3号昭和38年9月48ページ注1)
しかしながら．このように中小企業問題が世界の資本主義諸国における共通の問題であ
るのにもかかわらず，正直いってこれまで中小企業問題の国際比較研究はもとより，中小
企業そのものを国際的な場において比較検討してみるということはあまり行なわれていな
かった。ことにわが国においては，「中小企業」が国民経済においてはたしている役割の
重要さから，その問題について要請される現実的・具体的対策がたんに経済政策のみなら
ず社会政策的見地からも行なわれているということはいわずもがな，抽象的・理論的な学
問研究としての関心もまたそれぞれの主張者・研究者の依拠している立場や分析視角等を
反映して総花的な観をあらわすにいたっている。わが国において中小企業問題がすぐれて
このようにとりあげられているということについては一ー一般的・常識的にも，また専門
的・個別的にも—．われわれは大体その原因を日本資本主義発達の歴史的特殊性にもと
め，そこから生じているところの中小企業問題についてもまた，「その深さと広がりにお
いて」（中村秀一郎「中小企業理論の転換点—現段階における中小企業問題」『経済評論』
（日本評論社）第9巻第1号昭和35年10月,13ページ）他の先進資本主義諸国とは異なっ
た諸特徴をもっているからだと一応理解していいであろう。なるほどわが国の全事業所総
数のうちで中小企業9.7 96という数値はあまりにも多すぎるには違いない。また前述し
101 
476 閥西大學『細漬論集』第17巻第3号
たようにわが国における中小企業問題の深さと広がりから，その対策もあるいはどの国よ
りももっとも進歩していると確信することはできるであろう。著者ものべられるように，
「外国では， 19世紀末， ドイツ産業革命のあとに『小工業』という名で家内労働や手工業
労働が問題とされたが，その後は西欧諸国では中小企業問題はわが国ほど問題にはされな
かった」 (1ページ）のである。だからといって中小企業，したがって中小企業問題を国
際比較研究することが無意味であるということにはならない。むしろ先進資本主義諸国に
おいて中小企業問題が存在しないとするならば，その原因こそわれわれはきわめなければ
ならないのである。ただわが国における中小企業問題発生の原因をすべて日本資本主義の
特殊性に帰せしめることこそ危険であるのである。まして「最近になって，新しい脚光を
浴び，欧米でも中小企業が再認識されるようになった」 (1ページ）今日，「中小企業問題
は，わが国のような後進的条件をもった国民経済のみの現象とはいえなくなった」 (1ペ
ージ）のである。このような刺戟（山中篤太郎「日本中小工業の国際的な一視点」『商工
金融』第5巻第1号昭和30年1月）のもとに，中小企業の国際比較研究は，戦後にいたっ
てようやくその芽を徐々にあらわし出したといえよう。もとより先駆者的な意味において
は戦前にもこのような研究はなかったわけでもない。たとえば，古くは大正6年開催の第
11回日本社会政策学会年次大会の報告論題は「小工業問題」であり，そこではドイツ流の
「輸入小工業論」（ドイツ歴史学派・社会政策学派に属するビュッヒャー <K•Biicher>,
シュモラー<G•Schmoller>, フィリッポヴィッチ<E• von Philippovich>, ゾンバルト
<W• Sombart>等においてみられた小工業問題研究＜手工業および家内工業をその対象
として，大工業とのそれらの競争関係，それらの存続性，将来性に言及する＞の輸入・壽
訳・紹介等を意味する。ー一湘i稿 前掲論文， 54~55ページ）が支配的でさえあったので
ある。「高野岩三郎博士，上田貞次郎博士をはじめ， 山中篤太郎博士，藤田敬三博士など
の業績」 (1ページ）も戦前に属する。しかしその本格的な研究は比較的新しくむしろ戦
後に属するのである。戦後における中小企業の国際比較研究の代表的なものの1つは，経
営規模に関する理論であり，末松玄六教授（『中小企業成長論』ダイヤモンド社， 昭和36
年）や瀧澤菊太郎氏（『日本工業の構造的分析』春秋社，昭和40年）があげられる。マル
クス主義経済学者の立場からの研究としては伊東岱吉教授（「日本中小企業問題の国際比
較」『三田学会雑誌』第52巻第4号，「国際的にみた日本中小企業問題の特質」『経済評論』
第8巻第10号）の業績があげられる。また経営学史的研究分野においてもこのような研
究業績はみられる。（稲葉襄著『中小工業経営論（序説）一＿•中小工業問題の理論――-』森
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山書店，昭和37年）「そのほか，中小企業問題の国際的研究をイギリス産業の展開のなか
にもとめ，わが国の『二重構造』をイギリス産業の歴史的発展過程で解消してゆく姿とし
てとらえる外池治氏の一連の労作」 (3ページ）も忘れられてはならない。（「中小企業問
題の国際的研究一~ ギリス産業高度化過程における小工業・家内工業の研究」山中篤太
郎編『経済成長と中小企業』春秋社，昭和38年，「イギリス小企業経営者層の社会的背景
に関する一考察」『一橋論叢』第49巻第1号，昭和38年1月，「イギリス小工業の展開と労
使関係の変化」『ビジネス・レビュー』第1巻第2号，昭和38年10月，「機械工業における
下請制の日英比較」一橋大学『経済研究』 8,昭和39年，「国民経済の性格と下請組織の
展開」『一橋論叢』第55巻第3号）
これらの諸研究がいずれも高い水準のものであり，その評価も高いということは周知の
とおりである。 しかしそこにはまた若干の疑問が，したがって批判がないではない。著
者の批判は中小企業問題の国際比較について，一般的傾向である「2つの極端な見解」 (5
ページ）にむけられている。その第1は，「わが国の中小企業問題を日本資本主義の特殊
性のみから説明し，日本の中小企業問題を西欧とはまったく異質的な特殊日本的とみるこ
とによって，西欧には日本の中小企業問題はまったく存在しないとする見解である。」 (5
~6ページ）その第2は，「これとはまったく正反対に， 日本資本主義の特殊性を資本法
則一般のなかに埋没してしまって，内外の中小企業問題の共通性だけを一面的に強調し，
西欧と日本の中小企業問題がまったく一致するかのように説明する見解である。」 (6ペー
ジ）著者によれば，「この2つの極端な見解はいずれも間違っており，諸外国と比較され
たわが国の中小企業問題は，あくまでも独占機構の日本的特質，つまり特殊機構をつうじ
ての独占の日本的収奪として把握されねばならない……」 (6ページ）のである。
かくて著者はこれまでの諸研究にたいして「問題の意識なりその分析の仕方について
は，かならずしも問題がないわけではない。……諸外国の中小企業問題そのものの取り上
げ方についてはかなりの疑問をかんじる。」 (4ページ）とのぺられ， 1962年から63年にか
けて約1年間西欧諸国の政府機関や工場・研究所等を訪れ実際に調査研究されたときの体
験をもとにして，『中小企業ジャーナル』（中小企業PRセンター刊）や『調査時報』（中
小企業金融公庫刊）等に執筆されていたものを一層充実されて一本にまとめて上梓され
た。それが本書なのである。
本書の意義は，「諸外国の中小企業を，その構造と問題と政策の3つの側面から分析し，
これを日本の中小企業と比較検討しながら，日本中小企業のこれからのあるべき方向を明
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きらかに」 (4ページ）しようとするところに見出されるのである。 したがって， 本書の
内容は以下のように展開されていくのである。
第1部中小企業構造の比較
第1章 中小企業概念とその構造上の地位
第2章規模別構成の各国比較
第3章構造の歴史的変遷と特質
第2部中小企業問題の比較
第1章合併集中とテイク・オーバー
第2章中小企業構造の変化
第3章金融・税金問題
第4章下請制の浮動的性格
第5章経営の特質と存立条件
第6章労働問題
第7章要約
第3部中小企業政策の比較
第1章福祉国家論と中小企業政策の理念
第2章西欧の中小企業政策
第3章最低賃金制と社会保障
第4章地域政策と工業団地
第5章 中小企業政策の日本との比較
?
本書の構成は上記目次にみられるように，第1部が構造，第2部が問題，そして第3部
が政策となっている。著者はこれらに加えて第4部として西欧における主要な中小企業
関係機関を，さらにまた付表として西欧各国における主要経済統計をつけ加えられる予定
だったらしいが，紙幅の都合で割愛されている。これらについては，著者の執筆による
「ヨーロッパの中小企業行政とその運営機関」（国立国会図書館『調査資料』，昭和39年10
月），「ヨーロジパ主要諸国の中小企業概念とその構造上の地位」（中小企業金融公庫『調
査時報』，第6巻第5号，昭和40年3月）等をひもとくことによって， われわれは十二分
に理解することができるわけである。またこれらが本書から割愛されているということか
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ら本書は運毛ほどの瑕瑾を受けることをば決して意味しない。しかしながら，便宜的にい
って一般の読者が若干の物足りなさをうったえるであろうことも否定しきれない。著者の
意図されるところをもかえりみず，本書再版の暁には必ずや第4部をつけ加えられんこと
をまっさきに希望するものである。
ところで本書における研究対象は，西独をはじめオーストリア，ベルギー， デンマー
ク，フランス，イタリア，）レクセンプルグ，オランダ，スウェーデン，スイス，イギリス
等西欧諸国11カ国のほか，アメリカを加え，そしてわが国との比較，すなわち13カ国の多
きにおよんでいるのである。したがってその研究もいわゆるヨーロッパ旧大陸や，アメリ
力新大陸と・日本，あるいはヨーロッパ大陸内部においてはEEC問題というようにはば広
く，しかも奥深くほり下げられているのである。
さて，著者はまず第1部の構造比較では，中小企業概念と中小企業がおかれている歴史
的地位についてのべられている。
すなわち第1章においては，主として西欧11カ国について，各国の中小企業の定義，関
係統計資料，中小企業の地位等の事情紹介に重点がおかれている。
また第2章においては，これら西欧11カ国にわが国とアメリカを含めた 13カ国につい
て，総括的検討を行ない，そこから規模別構成における国別の類型が検出されている。す
なわち，わが国と欧米諸国における中小企業の地位を統計的に比較検討されているわけで
ある。
ここにいたってわれわれは，中小企業というものについての取り扱いが，わが国のみな
• らず西欧諸国においても必ずしも明確でないということがまず痛感させられる。わが国に
おいて，中小企業と称する場合，その対象はこれを捉えようとする主体によってかなりの
差異があり，そのためそこから生じている問題や，またそれにたいする政策も同様に差異
があるということは周知のとおりである。まして国情が変れば，一口に中小企業といって
もかなりの差異があるであろうということは当然考えられる。それにしても， もっとも
便宜的であると一般に認められている中小企業概念の法的規定が存在していないというの
がいずれの国にも共通している現状である。しかしながら，一般に中企業 (medium
＜英>,moyen<仏＞）を小企業 (Small<英>,Petit<仏＞）に加えて中小企業とい
う範囲に拡大してみると，西欧ことに大陸諸国における中小企業者の数はかなり多く，い・
ずれも全産業に占める構成比は90彩をはるかに上回っているのである。この点でも中小企
業の比重が大きいということは何もわが国独得の現象でないということが理解できるので
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ある。また従業員数1~49人の小零細企業の比重についても，「アメリカとイギリスをの
ぞいて，わが国をもふくめ，フランス，西ドイツ，イタリアなどの他のヨーロッパ諸国に
おいては，いずれも94%以上という高い比重をしめている」 (54ページ）のである。そし
て著者は「アメリカの83.6,Slる，イギリスの73.1%は，世界の大勢からすれば特殊である」
(54ページ）とみなされるのである。
そこで著者は，英米をのぞき零細企業が多いのはなぜか，また，わが国においてことに
それが多いのはなぜか，わが国の将来はどうなのか，ということについて問題を資本主義
成立の歴史的過程と密接に関連づけて研究されていくのである。（第3章）ここでは産業
革命と農民層分解を1つの軸にしてイギリスではテイク・オーバー，西ドイツでは同業組
合インヌングの一般的な進行をみせたことに言及される。そして中小企業の日本的特徴と
いうことについては，これをおくれた農村と結びついた低賃金構造にもとめられ， 「西欧
と日本の中小企業問願の相違はまさにこの点に根源がある。」 (80ページ）と断言されてい
るのである。
つぎに，第2部の問題比較では，中小企業問題が生じるのは資本主義の独占段階に共通
しているという一般的命題から，各国における独占集中の特徴とそれにたいして中小企業
のおかれている立場をみられるのである。
すなわち，第1章においては西欧とわが国との独占集中メカニズムの相違を明確化され
ることにつとめられ，西欧ではテイク・オーバーを中心として資本集中が強引に行なわれ
てきたのにたいして，わが国では，資本集中が大資本による下請・系列利用・臨時エ・社
外工利用というような形態で強力に行なわれてき，その集中度合は相対的に低く，ために
国際的にはわが国の巨大企業がたとえ中小企業的であるとしても，独占支配が強力である
と主張されるのである。
第2章では経済構造の変化のなかでの中小企業の階層分解が進展することについてのペ
られる。ここでの関心は手工業・小工業・小売商業等が大企業・大資本の進出や，商業機
構の大規模化，あるいは流通革新の進展によって急速に減少傾向にあるという西欧諸国の
実状について，その焦点がしぼられている。
資金難と重税が，構造変化に対応しようとしている西欧中小企業の設備近代化への努力
をいちじるしく阻害しているのはわが国と同様であるとの主張は第3章において展開され
ている。
つづいて著者は，西欧とわが国の中小企業とを比較していちじるしく相違している点
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を，下請企業の性格にもとめられている。（第4章）すなわち，わが国では完成品下請（包
括的下請）がかなり多いのにたいして，西欧では部分品下請が多い。また，わが国では専
属的下請が多いのにたいして，西欧では一社専属は少なく，浮動的下請が多く，わが国の
ような主従関係や系列関係は少なく，親企業にたいしては独立した外注企業である，と比
較される。しかしながら，「下請の本質は，わが国と同様に， たんなる社会的分業ではな
く，不等価交換にもとづく社会的分業であることにはかわりはない。」 (206ページ）との
べられているが，「西欧ではわが国のような商業道徳を無視した不等な下請いじめはみら
れない」 (206ページ）らしい。
経営の性格についてもわが国と西欧との異なるところは，西欧では，一社一品種主義が
とられており，企業の専門化，収益性重視が一般的な特徴であるとみなされている。した
がって西欧においては，成長産業には積極的に投資は行なわれるけれどもある意味にお
いては技術革新については消極的であるとのべられている。このような風潮は西欧におけ
る保守的ではあるけれども合理的な近代化観念思想の1つのあらわれともいえるであろう。
さて，労働市場についてであるが，労働者不足という問題の深刻さはいずこの国におい
ても同じである。ただわが国では若年労働者が不足しているのにたいして，西欧では中高
年令層の熟練労働者が不足しているところに大きな差異がみられる。（第6章）
以上のような数々の中小企業の当面する問題に対応すべき政策は第3部において論じら
れるのである。ここでは福祉国家論を理論的根拠として展開せられている西欧各国の中小
企業政策が比較されている。すなわち，独禁法，職業訓練教育等にみられる中小企業に
たいする技術指導，経済政策・社会政策の立場から金融·租税対策•最低賃金と社会保
障，地域政策と工業団地，そして中小企業政策についてわが国との比較等がのべられている
のである。中小企業の具体的措置については，わが国も西欧も大同小異であり，本質的な
相違は「ヨーロッパでは団体交渉による最低賃金制と，高度に充実した社会保障制度の確
立を背景にしているということである。」 (293ページ）と強調される。そしてこれに比べ
ると「わが国の最低賃金制は業者間協定による形式的なものでしかなく，社会保障とはい
えきわめてお粗末なものである。」 (293ページ）と著者の態度はなかなか辛辣である。著
者が西欧各国を訪れられて，そしてわが国と比較して，もっとも強く主張されようとして
いる点はまさにここにあるといえよう。すなわち，西欧において充実徹底されている最低
賃金制と社会保障制度こそわが国においても採用されるべきだと主張されるのである。
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?
本書の内容を重点的に著者の章句を引用しつつ紹介すればおおよそ以上のとおりとなる
であろうが，今一度そのなかから本書にみられる特色を若干素描してみよう。まず第1の
特色は何といっても本書が理論的研究だけではなく，現状分析・実態調査研究のたまもの
であるということである。すなわち理論とケース・スタデイの2つがあたかも化合されて
1つになったとも思われるところからくる調和ある説得力こそが本書の特色なのである。
第2の特色は零細企業をも含めていわゆる中小企業の過小過多の現象がたんに日本的特徴
でなく，ァ・メリカとイギリスをのぞいた他の西欧諸国にも共通しているという指摘であ
る。第3の特色は下請中小企業に関して西欧とわが国のタイプを区別されていることであ
る。第4の特色は西欧ことにヨーロッパ大陸におけるEEC問題が中小企業にあたえる影
響についてふれられているということである。とりわけ著者が世界経済の変貌と中堅企業
の問題をまったく新しい時点に立ってみられているということである。第5の特色は西欧
とわが国との中小企業政策の本質的な相違を，福祉国家の理念すなわち最低賃金制と社会
保障制度の充実という背景にもとめられているということである。そして最後にいえる特
色は，第1の特色としてあげた実態調査研究の強みが本書全般を通じてみうけられるのと
同様，本書全般を通じて，著者が資本主義各国の歴史的発展の相違を重視されているとい
うことである。ことにイギリスという典型的な資本主義発展をなしとげてきた先進国とわ
が国との比較が重点的に行なわれている。たとえば「二重構造」問題について一ーもとよ
りイギリスとわが国とでは「二重構造」そのものも違うであろうが一ー，著者は「イギリ
スにおいて，現在，……わが国のような『二重構造』がみられない。」 (67ペー ジ）， しか
し「19世紀後半には，まだイギリスはいわゆる『二重構造であった』 (68ページ）ことを
指摘される。資本主義の成立•発展の仕方の相違を認めつつも著者は「わが国の資本主義
がイギリスよりも40年おくれて出発」 (79ページ）していることから，また規模別構成の
面からいってわが国がイギリスの20年以前の状態にある (205ページ）ことから，類似の
時点のイギリスと現在のわが国での中小企業問題のあり方を比較しようと試みられてい
る。このような国際比較にあたって，たんなる現在時点での量的比較だけではなく，現在
のわが国と類似の現象を呈した時期における外国との比較という研究態度こそ，著者によ
ってわれわれが教唆されるところである。
さて，以上によって本書の特色がつきるわけではないし，また著者の主張されたい点を
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完全に紹介しきったわけでもない。それはまったく評者の本書にたいする読解力の浅さと
非オのゆえであろうが，失礼さ・無躾さついでに，以下に，本書から生じてくる若干の疑
問点をのべてみたい。
まず第1に，本書の特色が実態調査研究のたまものであり，その点に関してはまった＜
読者は率直に傾聴すべきであろうが，ケース・スタディが必ずしもすべてでないのではな
かろうか。たとえば，雇用したがって給与問題について，著者は家庭婦人の職場進出が未
熟練労働者（男子）の雇用機会を一層せばめている (194ペー ジ） と指摘され， イギリス
経営研究所の調査結果を引用されている。すなわち既婚の女子工場労働者は「生活が苦し
いから」という「財政的理由 (70%)」 (194ページ）から共稼ぎを余儀なくされているら
しい。著者は「つまり，イギリスでは未熟練労働者の不甲斐ない亭主をもった家庭婦人
は，職場に働きにでて，家計補助をしなければならない」 (195ページ）といわれるのであ
るが，西欧においては一ーたとえ中小企業が低賃金であるとしても—わが国に比して高
賃金，最低賃金制と社会保障制度が充実しているはずなのにこのようなややグルーミな現
象がみられるのはなぜであろうか。国際比較にあたって著者がもっとも強調されているば
ら色の制度は熟練労働者のみに恩恵をあたえているのであろうか。あるいはここに示され
たいわゆる「生活苦」とは結婚年令の若年化からくる共稼ぎ，相対的欲望•生活水準の向
上をば意味するのであろうか。それとも生活費の一般的高騰を反映しているのであろう
か。このことは，わが国では若年労働者が不足しているのにたいして，西欧では熟練労働
者が不足し，若年労働者（未熟練労働者）はむしろ就職難であるということの理由がやや
不明確であるのと同様，ややあいまいであるように思われる。
第2に，中小企業の過小過多の問題について，それが西欧にも共通しているのにもかか
わらず，わが国だけなぜ過当競争が行なわれるのであろうか， との疑問も生じてくる。
（油谷精夫氏の書評ー一毎日新聞社刊『エコノミスト』昭和42年5月16日号「読書」 76~
77ページ。なおほかに小田橋貞寿氏の紹介等がある。ー一•中小企業PRセンター刊『中小
企業ジャーナル』昭和42年5月号「読書」 80~81ペー ジ）
第3に，テイク・オーバーについてであるが，著者によれば西欧では一般に企業は「投
機」の対象として考えられており，「企業に先ゆきの見通しがないときには， 自分の企業
を平気で売りにだす」 (96ページ）らしい。それはまさに「わが国の中小企業者のように，
家屋敷を抵当にいれてまでも企業にしがみつこう」 (96ページ）とするのとは対照的であ
る。著者によれば，「一般に西欧では社会的分業が発達していて専門化がすすんでいるか
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ら，大企業と中小企業との生産分野がはっきり区分されていて，大企業の中小企業分野へ
の進出もみられないし， また親会社と下請企業との関係も対等である」 (98ペー ジ） らし
い。しかし著者はまた，大企業の中小企業分野への進出のかわりにテイク・オーバーとい
う完全な中小企業淘汰が行なわれるため，「買収された企業はみじめである」 (96ペー ジ），
「下請企業はいつ親会社にテイク・オーバーされるか……不安」 (98ページ）であるとも
のべられるのである。いずれにせよ中小企業の悲劇はつきないわけである6城を明けわた
さないで蹂躙にまかせる（日本的）か，完全に支配に屈する（西欧的）かは，もはや心理
的なものの相違であろう。このような心理的相違の問題は，著者も指摘されるようにある
意味においては技術革新にたいして消極的であるという西欧人の保守的性格と共に，西欧
人の合理的思想にもとづいているのであろう。また下請についても，わが国の場合人的な
主従関係が強いのにたいして，西欧では社会的分業として独立しており，親企業も商業道
徳を守り，みだりに中小企業を圧迫しないという紳士的態度など，資本主義発達の歴史的
相違，国民性の相違等の問題として，やや抽象的かつ観念的になるおそれはないでもない
が，興味ある課題として残されるであろう。
第4に下請について，著者は下請の性格の日本的特徴として， 「親企業の性格がきわめ
て商業資本的」 (162ページ）であると詣摘されているが， これについては藤田敬三博士
（『日本産業構造と中小企業一―—下請制工業を中心としてァ—-』昭和40年岩波書店）にた
いする一連の批判（たとえば，小林義雄氏の批判＿毎日新聞社刊『エコノミスト』昭和
40年4月.13日号， 82~83ページ）がはねかえってくるであろう。
第5に，規模の利益についてであるが，著者は「大企業と中小企業とのあいだには，は
じめから規模の利益に相違のあることはあたりまえであり，規模を拡大しようとする中小
企業の努力があるのはもちろんである。しかし，ここで重要なのは，資本主義発展の歴史
的相違にもかかわらず，中小企業問題が独占段階における資本の運動法則のもとに生じて
いるということなのである。」 (207ページ）とのべられ，「ヨーロッパには日本のような中
小企業問題がまったく存在しないかのようにいったり，問題はあっても，それが規模の利
益や生産性格差だけであるかのようにいうのは誤りである。」 (207ページ）と指摘される。
この著者の指摘についてわれわれはこれを全面的に認めるとしても，今度は「大企業と中
小企業のあいだには，はじめから規模の利益に相迩のあることはあたりまえである。」 と
いう先の著者の章旬には若干問題なしとはいえないであろう。すなわち「規模の利益」は
大企業にとって必ずしも有利ではないということである。現実にいわゆる適正な規模をえ
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て独自の分野で繁栄している「中堅企業」があるのではなかろうか。
485 
最後に，著者は中小企業の存立条件と最適経営規模について，最適経営規模の決定が困
難であり，またかりにそれが決定されるとしても，中小企業自らの手によるのでなく，大
企業によるもので，したがって，その成果は大企業に収奪されやすい(176ページ）とのぺら
れる。ここでいわゆる最適規模論にたいして著者は批判的であり， スタインドル博士
. (Joseph Steindl, "Small and Big B硲切es,Economic Problems of t加 Sizeof 
Firms", 1947, 米田清貴・加藤誠一共訳『小企業と大企業』巌松堂，昭和31年5月）とフ
ローレンス教授 (P.S. Florence, "The Logic of British and American Industry, 
A realistic analysis of their structure and government", Rev. ed. 1961, 米田清貴・
加藤誠一共訳『スモール・ビジネスの残存条件』国民金融公庫調査部覗訳資料 No.4, 
1964年 7 月）の批判的見解を紹介されているが，最適企業論者であるロビンソン (E•A ・
G•Robinson, "The Structure of Competitive Industry", 1956, 黒松巌訳『産業構造の
基礎理論』有斐閣，昭和33年3月）そのものの紹介が割愛されている。したがって一般の
読者にはロビンソン批判，すなわち最適企業論にたいする批判しか理解できないというう
らみがないでもないであろう。著者がいわれるように，たとえロビンソン流の最適経営規
模の問題がイギリスでは「わが国ほどさわがれていない」 (176ページ）としても，あるい
はロビンソンにたいする批判が多ければ多いほど，当のロビンソン理論そのものの認識は
やはり読者にとって必要と思われるのだが。
以上まったく思いつきのままに読後感を披漉してしまったが，評者の誤読・誤解にたい
して著者の寛怒を切に乞う次第である。
なお斯学の端緒にようやくたどりついた評者は「わが国中小工業論の展開過程に関する
若干の考察」を試みようとしているのであるが，中小企業の国際比較研究の発展に言及す
るさい，その段階における代表的研究の1つとして本書をうることができた喜びを表すも
のとして，著者にたいし，つつしんで畏敬の念と謝意を附記する次第である。
（東洋経済新報社，昭和42年3月刊， A5,294ペー ジ， 1,000円。）
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